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また、地方では賃貸や売却予定のない長期不在の空き家の割合が増加

し、老朽化や危険性の観点から除却が求められる空き家も存在している。

一方で、我が国では中古住宅の流通が欧米に比して非常に低水準にあり、

物理的な住宅ストックがあるにもかかわらず、まちづくりでの活用や住

み替えの受け皿になっていないという指摘もある。 

このような状況を踏まえ、2015年５月に全面施行した空家等対策の推

進に関する特別措置法に基づき空き家対策を推進するとともに、空き家

の利活用や、空き家物件に関する円滑な流通・マッチングを促進する。 

加えて、不動産取引の信頼性・安全性の向上、中古住宅の品質の向上・

可視化、次期通常国会を目途にした取引時におけるインスペクションの

活用等を促進するための宅地建物取引業法（昭和 27年法律第 176号）の

改正、リバースモーゲージ (49)を含む高齢者の持ち家資産の活用など、中

古住宅流通を促進する市場整備を進める。 

これらの取組により、2020年までに中古住宅流通・リフォーム市場の

規模を 20兆円（2013年 11兆円）とする。 

さらに、既存施設の活用等による地域活性化のための事業に対するク

ラウドファンディング等の手法を用いた小口投資・寄附等（ふるさと投

資）について、必要に応じ、地方公共団体・金融機関・支援団体等と連

携して推進する。 

◎ (4)-(ア)-E-② インフラの戦略的な維持管理・更新等の推進 

必要なインフラの機能を維持しつつ、トータルコストの縮減・平準化

等を図るため、メンテナンスサイクルの構築や長寿命化計画の策定促進

等、戦略的な維持管理・更新等を推進する。 

（イ）「小さな拠点」の形成（集落生活圏の維持） 

【施策の概要】 

人口減少や高齢化が著しい中山間地域等においては、一体的な日常生活圏

を構成している「集落生活圏」を維持することが重要であり、将来にわたって

地域住民が暮らし続けることができるよう、地域住民が主体となって、①地域

住民による集落生活圏の将来像の合意形成、②地域の課題解決のための持続

的な取組体制の確立（地域運営組織の形成）、③地域で暮らしていける生活サ

ービスの維持・確保、④地域における仕事・収入の確保を図る必要がある。 

また、これらの取組を進め、くらしを守るためには、地域住民の活動・交流

拠点の強化や、生活サービス機能の集約・確保、周辺との交通ネットワークの

(49) 自宅を担保とした金融商品の一つ。自宅を保有するが現金が少ないという高齢者世帯が自宅を手放さずに資

金調達を行うための手段とされている。公的なものと民間のもの、年金方式と一括方式のものがある。

参考資料　４まち・ひと・しごと創生総合戦略（2015改訂版）（抜粋）
（平成27年12月24日閣議決定）
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形成等により利便性の高い地域づくりを図ることが必要である。 

このため、地域の生活や仕事を支えるための住民主体の取組体制づくりや

利便性の高い地域づくり（「小さな拠点」の形成（集落生活圏の維持））を推進

する。 

【主な重要業績評価指標】 

■小さな拠点（地域住民の活動・交流や生活サービス機能の集約の場）の形成

数：1,000か所を目指す 

■住民の活動組織（地域運営組織）の形成数：3,000団体を目指す 

【主な施策】 

◎ (4)-(イ)-① 地域住民による集落生活圏の将来像の合意形成及び取組の推

進 
   

「総合戦略」が対象とする５年間のうちに、今後の地域の在り方、事業

の取組方向について、集落生活圏単位で地域住民が主体的に参画し、地域

の将来ビジョンを盛り込んだ「地域デザイン」（今後もその集落で暮らす

ために必要な、自ら動くための見取り図）を策定し、事業に着手すること

が求められる。 

そのため、市町村のサポートや、ファシリテーターなど外部専門人材や

地域人材、公民館等を活用し、地域住民が主体となって、今後の地域の在

り方について学び考えていくワークショップの実施を推進する。その際、

地域の現状や展望を整理する「地域点検カルテ」の作成を推進するととも

に、「地域デザイン」の策定・実行まで長期間を要し得ることを踏まえて

支援する。 

また、地域住民の主体的な地域づくりへの参画から事業の実施までの

一連のプロセスを各地で進めていくため、関係府省庁が連携した取組の

推進、地方公共団体への説明会の開催等による普及等を行ってきた。今

後、各府省庁の事業等による「小さな拠点」の形成支援をはじめ、関係府

省庁による連携した支援の維持・強化を図るとともに、「小さな拠点」の

形成（集落生活圏の維持）に取り組む上で参考となる手引書の活用を促進

する。また、地域の取組の実践に向けて参考となる事例紹介等を行うフォ

ーラムの開催や、先駆的な取組を行う地方公共団体との連携を進め、「小

さな拠点」の形成（集落生活圏の維持）の取組を促進する。 
   

 

◎ (4)-(イ)-② 地域の課題解決のための持続的な取組体制の確立 
   

「小さな拠点」の形成などにより持続可能な地域をつくるため、「地域

デザイン」に基づき、地域住民自らが主体となって、地域住民や地元事業

体の話し合いの下、それぞれの役割分担を明確にしながら、生活サービス

の提供や域外からの収入確保などの地域課題の解決に向けた事業等につ
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いて、多機能型の取組を持続的に行うための組織（地域運営組織）を形成

することが重要である。 

地域運営組織の立ち上げや運営に当たっては、そのためのノウハウの

欠如、地域内外からの人材の確保・活用、組織の運営や活動に必要な資金

の確保、多様かつ持続的な活動に必要な法人格の取得等の課題があるこ

とから、先発事例の体系的な整理・提供、各府省庁の事業、外部人材の導

入（「地域おこし協力隊」や人材還流事業等を活用）等を有効に活用し、

取組体制の構築から事業の着手を支援するとともに、地域運営組織の持

続的な運営に関する調査研究や環境整備を進める。 
   

 

◎ (4)-(イ)-③ 地域で暮らしていける生活サービスの維持・確保 
   

日常生活に必要な機能・サービスを集約・確保し、周辺集落との間を

交通ネットワークで結ぶとともに、地域住民のニーズに対応した、地域

の運営組織等が提供する生活サービスの多機能化、生活サービスを持続

していくための物流システムの構築等を推進する。 

そのため、地域再生法を改正（本年８月施行）し、福祉・利便施設を拠

点地域に集約・確保するなどの「小さな拠点」の形成に取り組む市町村

が作成する「地域再生土地利用計画」の制度を創設し、これらの施設の

立地誘導を図るための届出・勧告制度や、誘導施設の整備に対する農地

転用許可、開発許可等の特例措置を設けるとともに、地域再生戦略交付

金の活用等を措置している。これらを受け、地域再生計画の認定が開始

されるなど取組が進められている。 

今後、「小さな拠点」の形成に資する事業を行う株式会社への出資に対

する税制上の特例措置を講ずることや先発事例の整理・情報提供等によ

り、地域再生計画を活用した「小さな拠点」の形成に資する取組の一層

の普及・推進を図るとともに、関係府省庁による連携を進め、地域の状

況に応じ、以下のような施策を進める。 

・拠点施設における福祉サービスのワンストップ化を推進する。 

・住民の買い物等を支える円滑な物流のため、運送各社等が連携した

新たな共同配送スキームの構築やボランタリーチェーン等との連

携、安定的な石油製品の供給システムの確立を推進する。 

・域内の人・モノの複合的かつ効率的な輸送システムの構築や、特区等

において自動走行などの近未来技術等を推進する。 
   

 

◎ (4)-(イ)-④ 地域における仕事・収入の確保 
   

コミュニティビジネスを振興し、小さくとも地域に合った自立的な事

業を積み上げ、地域経済の円滑な循環を促す。その際、地域資源を活用し
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ながら複数の事業を組み合わせて実施する取組と横断的なビジネスを実

行する人材の確保を推進する。 

具体的には、地域の特性をいかした農林水産物の生産や６次産業化に

よる高付加価値化、観光資源や「道の駅」等を活用した都市との交流産業

化、再生可能エネルギーの導入等多機能型の事業の振興、創業、継業とと

もに、そのために必要な人材の地方への還流や外部人材の確保・活用を推

進する。 
   

 

◎ (4)-(イ)-⑤ 公立小・中学校の適正規模化、小規模校の活性化、休校した

学校の再開支援 
   

  学校規模について課題を認識している市区町村のうち、既に 46％が検

討に着手しているが、今後の検討に資するため、公立小・中学校の設置

者である市町村教育委員会が、学校統合の適否又は小規模校を存置する

場合の充実策等を検討する際の基本的な方向性や考慮すべき要素、留意

点等をまとめた「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する

手引」を 2015年１月に策定した。また、休校した学校を再開する場合の

相談窓口の一本化を図るため、同年３月に文部科学省に休校再開支援窓

口を設置した。 

今後も、地域コミュニティの核としての学校の役割を重視しつつ、活力

ある学校づくりを実現できるよう、学校統合を検討する場合、小規模校存

続を選択する場合、休校した学校を活用・再開する場合に対応して、その

検討に資する手引の更なる周知を図るとともに、優れた先行事例の創出・

普及など、活力ある学校づくりに向けた市町村の主体的な検討や具体的

な取組に対するきめ細やかな支援の拡充を図る。 
   

 

（ウ）東京圏をはじめとした大都市圏の医療・介護問題・少子化問題へ

の対応 

【施策の概要】 

大都市圏の高齢化が今後急速に進展し、とりわけ、東京の近郊の高齢者数の

増大が顕著となると見込まれている。こうした大都市圏では、急速な高齢化や

単身化の進展に伴い、医療・介護サービスへのニーズが拡大しており、これら

への総合的な対応が課題とされる。在宅医療を含めた医療介護提供体制の整

備により、地域包括ケアシステムの構築を進めるとともに、公共交通機関等の

バリアフリー化により、大都市圏においても高齢者が生きがいを持ちつつ地

域の中で豊かに暮らせる環境を整えることが求められている。公的賃貸住宅

団地においては、集約化・建替え等と併せて行う高齢者の地域包括ケアの拠点

等の形成を促進し、高齢者等の多様な世代が生き生きと生活し活動できる「ス




